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本研究は，大阪府を対象として，パーソントリップ調査を用いて都心部での交通と自転車利用の実態を

把握するとともに，道路の経路長及び勾配と交通行動分析より，自動車利用から自転車利用へ転換する可

能性が高い地域を選定することを目的とする．本研究では，経路の困難度を負荷率として算出し，各ＯＤ

ペアの負荷率と利用交通手段の中で自転車が占める割合（自転車分担率）との関係を考察した．その結果，

負荷率，自転車分担率がともに低いＯＤペアは大阪市周辺の都心部に集中していることが明らかになった．

これは，都心部ではバスや鉄道などの公共交通機関が発達していること，また交通量が多く人々が自転車

利用に抵抗を持つことが原因だと考えられ，後者は自転車通行空間を確保することによる自転車利用促進

の意義が前者よりも高いと考えられる． 
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1. はじめに  

 

自転車は，環境負荷がほとんどなく，かつ最もエネル

ギー効率が良い交通手段とされており，今日，多くの

国々で近距離間の交通では自動車に代えて自転車の利用

を促進する動きがみられる．わが国でも，交通手段とし

ての自転車に注目が集まっており，自動車依存を減少さ

せ自転車利用へ転換を図る方針のもと，快適な自転車通

行空間の整備が進められている．現在，様々な地域でそ

ういった取り組みが行われているものの，オランダやデ

ンマーク，ドイツなどの自転車先進国と比べるとその整

備延長は非常に短い１）．また，都心部での整備の遅れ

や，ネットワークの不連続性の問題もあるため，自転車

利用促進のためには更なる自転車通行空間の補充が必要

である． 

しかし，自転車の利用や経路選択は道路勾配による影

響が大きいため，起伏が多く存在する地域で自転車通行

空間を整備したとしても，自転車利用促進の期待値は低

い．そのため，道路勾配や交通行動分析から自転車の利

用率増加が期待できる地域や道路を選定して自転車通行

空間を整備することが重要になると考えられる． 

これまで，自転車通行空間の整備路線の検討において

は，必ずしも道路勾配や交通行動分析に基づく需要予測

がなされているとは言えない．例えば，渡辺ら２）３）は，

自転車で通行する高校生を対象に経路選択行動をモデル

化し，さらに，自転車専用レーンの整備効果について分

析しているが，対象が限定されており，また他の交通手

段からの転換が考慮されていない．阿部ら４）は自転車

道整備に関する住民意識や交通手段変更の可能性を分析

しているが，アンケート調査による定性的な考察にとど

まっており，具体的な整備方針を示してはいない． 

そこで，本研究では，三大都市圏の中の１つであり，

国内でも有数の自転車利用地域である大阪府を対象とし，

パーソントリップ調査を用いて都心部での交通と自転車

利用の実態を分析するとともに，道路の経路長及び勾配

と交通行動分析から，自動車利用から自転車利用へ転換

する可能性がある地域を選定する． 

 

 

2．研究方法について 

 

 大阪府は代表交通手段，端末交通手段ともに自転車
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の分担率が高く，国内でも有数の自転車利用地域である．

また，堺市は平成20年に自転車通行環境整備モデル地区
５）に指定されており，自転車利用環境整備にも力を入

れている． 

 京阪神都市圏では，昭和45年から10年間隔でパーソン

トリップ調査を実施しており，平成22年度に実施した第

5回調査では，社会情勢の変化（少子高齢化の進行，産

業・職業の就業構造の変化，都市圏への人口集中など）

による影響を把握するため，調査圏域を近畿圏（２府４

県）に拡大するなどの新たな取り組みを実施している
６）． 

 本研究では，まず国土数値情報ダウンロードサービス

から得た平成24年度の交通流動量 パーソントリップ発

生・集中量データと国土地理院の基盤地図情報ダウンロ

ードサービスから得た10ｍメッシュの標高データを用い

て道路勾配と自転車分担率との関係を分析する． 

次に国土数値情報ダウンロードサービスから得た交通

流動量 パーソントリップＯＤ量データと大阪府の標高

データを用いて各ＯＤペアの困難度を負荷率として算出

し，現状の交通行動から自動車利用から自転車利用へ転

換する可能性が高い地域を選定する．パーソントリップ

ＯＤ量データとは，出発地のゾーンから目的地のゾーン

までのトリップ数を目的別・輸送機関別に算出したデー

タのことであり，図1のラインが出発地のゾーンから目

的地のゾーンへのトリップを示している．目的は出勤，

登校，自由，業務，帰宅の5種類あるが，本研究では自

動車から自転車への利用転換の可能性が高い出勤，自由，

業務の3種を用いて解析を行う． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また負荷率をＯＤペアの経路長と高低差から算出した

自転車での往来の困難度を表す指標とする．本研究では，

まず各ＯＤペアの出発地から目的地まで最短のルートを

通ったと仮定して，その経路長をArcGISを用いて算出す

る．道路データは国土地理院の数値地図2500（空間デー

タ基盤）の大阪府のデータを利用する．次に，出発地と

目的地の標高の差を各ＯＤペアの経路の高低差とする．

標高データは基盤地図情報ダウンロードサービスから得

た10ｍメッシュの標高データを使う．そして，各ＯＤペ

アの経路長に高低差をかけたものを負荷率として算出す

る．通常は負荷率が低いほど自転車に有利なＯＤペアで

あるため，自転車分担率は高くなると考えられる．  

さらに，自転車分担率と負荷率がともに低いＯＤペア

を選出し，その中でバス・鉄道などの公共交通機関の分

担率が高いＯＤペアと自動車の分担率が高いＯＤペアに

分けた．公共交通機関の分担率が高いＯＤペアではバ

ス・鉄道網が発達しており，環境負荷も少なく自転車利

用への転換を促進する必要がないと考えられる．自動車

の分担率が高いＯＤペアでは公共交通機関網が整ってい

ない可能性があり，通行空間を整備した場合に自転車の

利用率が上がる可能性が比較的高いと考えられる． 

 

 

3. 研究結果について 

 

（１）大阪府の自転車利用の特徴 

 図2は，大阪府内の発生・集中トリップを通勤，通学，

自由，業務，帰宅の5目的に分類し，目的別の全利用交

通手段の分担率を求めたものである．この図より，トリ

ップ目的が自由での自転車の交通手段分担率が最も高く，

登校では最も低いことがわかる．また，他のトリップ目

的に比べて業務での自動車の分担率が非常に高く，自転

車利用環境の整備方針によっては自転車利用へ転換する

可能性が大きいと考えられる．同様に，自動車の分担率

が自転車とほぼ同じである出勤，帰宅，自由のトリップ

でも自転車利用へ転換する見込みがある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 大阪府のパーソントリップＯＤ量  

図 2 大阪府のトリップ目的による交通手段分担率 
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（２）道路勾配と自転車分担率について 

図3は，平成24年度のパーソントリップ発生・集中量

データから，小地域ごとの自転車分担率を表したもので

ある．大阪市東部から中河内にかけての自転車分担率が

高く，最も高い生野区では40％を超えている．しかし，

郊外に行くにつれ自転車分担率が低くなっており，最も

低い千早赤阪村では約0.3％となっている． 

 図4は大阪府の標高を表したものである．図3と図4か

ら，自転車分担率は標高が高く道路勾配が急な地域ほど

下がり，標高が低く高低差があまりない地域ほど高くな

る傾向があることがわかる．道路勾配が自転車利用に影

響を及ぼすことは既存研究７）からも明らかであり，勾

配が大きい地域ではいくら自転車通行空間を整備しても

自転車利用率が増加する見込みは低いと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経路の負荷率と自転車分担率について 

 経路の負荷率が低いということは出発地から目的地ま

での距離が短く，かつ高低差も少ないということである

から，通常は負荷率が低くなるほど自転車の分担率は高

くなると考えられる．しかし実際は図5の赤丸で囲んだ

部分のように負荷率が低いにもかかわらず自転車分担率

が低いＯＤペアも存在する． 

図6のラインは負荷率と自転車分担率が低い方から86

個目までのＯＤペアを表したものである．負荷率は全て

5以下と，非常に低い値となっており，ほとんどが大阪

市とその周辺に集中している．これは，都市部ほどバス

や鉄道などの公共交通機関が発達していること，また自

動車や歩行者数が多く利用者が自転車で通行することに

抵抗を覚えることが原因であると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 大阪府の自転車分担率 

 

 

図 4 大阪府の標高 

 

図 5 自転車分担率と負荷率 

 

 

 
図 6 負荷率が低く，かつ自転車分担率が低いＯＤペア 
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図6では，特に自動車の分担率が高い20個のＯＤペアを

赤のラインで示しており，これらはいずれも自動車の分担率

が50％を超えている．自転車通行は利用環境の整備を行え

ば歩行者や自動車からの影響を低減できるとされており８），

公共交通機関が整っているＯＤペアと比較すると自転車利

用率が上がる見込みが高いため，自転車通行空間を整備す

る意義があると考えられる． 

また自動車の分担率が高いＯＤペアの中で出発地のゾー

ンが集中している地域がいくつか見うけられ，これらの地域の

特性を把握することにより自転車利用を妨げている原因の分

析が可能になると考えられる． 

 

 

4. おわりに  

 

 本研究では，大阪市を対象に交通と自転車利用の実態

を分析するとともに，道路の経路長及び勾配と交通行動

分析から，自動車利用から自転車利用へ転換する可能性

が高いＯＤペアを解析した． 

その結果，標高が高く高低差がある地域ほど自転車分

担率が低く，そういった地域では通行空間の整備による

自転車利用率増加の見込みは少ないと考えられる． 

また，大阪府のＯＤ交通量のデータと経路の負荷率と

の関係を分析した結果，負荷率が低いほど自転車分担率

が高くなる傾向が見られた．しかし例外として負荷率と

自転車分担率の双方が低いＯＤペアも見うけられ，特に

低いＯＤペアは大阪市を中心とした都市部に集中してい

た．この中で特に公共交通機関の分担率が低く自動車分

担率が高いＯＤペアでは，快適な自転車通行環境の整備

を行った場合に自動車利用から自転車利用へ転換する可

能性が公共交通機関の分担率が高いＯＤペアに比べて高

いと考えられる． 

ただし，本研究で利用したパーソントリップＯＤ量デ

ータの出発時ゾーンと目的地ゾーンは小地域ごとでしか

分けられておらず，実際のトリップの動きを精密に表し

てはいない．また，本研究では最短距離の経路を通った

と仮定しているが，実際のトリップとは異なる場合が

多々あると考えられる． 

 

今後は，交通量調査や居住人口・就業者数の調査を用

いて大阪府の交通の実態をより精密に分析するともに，

道路幅員や駐輪場などの自転車利用環境の実態を考慮し，

より現実的な整備方針を検討する必要があると考えられ

る．また自動車の分担率が高いＯＤペアの中で出発地の

ゾーンが集中している地域の特性を把握することによっ

て，自転車利用の妨げになっている原因を解明すること

が可能になると考えられる． 
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